様式第１号（第４条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付申請書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　標記補助金の交付について、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　補助金交付申請額　金　　　　　　　円　
２　事業の内容等　　　別紙１のとおり（Excel票）
３　その他参考となる資料
　　・補助対象経費に係る見積書等の算出根拠書類
　　・外国人介護人材の受入状況（予定を含む。）を確認できる書類
　　　（雇用契約書や給与明細等）



様式第２号（第６条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業変更承認申請書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり変更したいので、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第６条の規定により、その承認を申請します。

記

１　変更の内容
２　変更する理由
３　補助金交付変更額
　　　既交付決定額　　金　　　　　　　　円也
　　　変更承認申請額　 金　　　　　　　　円也
　　　差引増減額　　金　　　　　　　　円也
４　事業の内容等　　　別紙１のとおり（Excel票）
５　その他参考となる資料
　　・補助対象経費に係る見積書等の算出根拠書類
　　・外国人介護人材の受入状況（予定を含む。）を確認できる書類
　　　（雇用契約書や給与明細等）

（注）４は様式第１号に準ずるものとし、変更前、変更後が分かるように作成すること。

様式第３号（第７条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業中止（廃止）承認申請書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を中止（廃止）したいので、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）


様式第４号（第８条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業実績報告書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業の実績について、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業の内容等　　　別紙１のとおり（Excel票）
２　その他参考となる資料
　　・補助対象経費に係る納品書、請求書、実績が分かる写真等の根拠書類
　　・外国人介護人材の受入状況（予定を含む。）を確認できる書類
　　　（雇用契約書や給与明細等）



様式第５号（第８条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金に係る
仕入れに係る消費税相当額報告書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付要綱第９条の補助金の額の確定額
（　　　年　月　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）
金　　　　　　　　円也

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

４　補助金返還相当額（３－２）
金　　　　　　　　円也

（注）別紙集計表、その他参考となる資料を添付すること。

別紙（第４条、第８条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金に係る
仕入れに係る消費税等相当額集計表
[単位　円]
	事業実施主
体名
	仕入れに係る消費税と
当該金額に地方消費税
率を乗じて得た金額と
の合計
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（注）１　第４条第２項及び第８条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を記載すること。
　　　２　「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合計額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。
　　　３　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。

様式第６号（第10条関係）

令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金精算払請求書

第　　　号　
年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村 時広　様


住　　　　所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県外国人介護人材受入施設等環境整備事業費補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　　　　　円也
　　内訳　交付決定通知額　　金　　　　　　　　　　円也
　　　　　今回請求額　　 金　　　　　　　　　　円也











